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私立学校振興対策の推進 【予算額 4,897,638千円】

事業のねらい

多様な修学の機会を提供し、公教育の一翼を担う私立学校の振興を図るため
学校法人の経営の健全化、修学上の保護者の経済的負担の軽減を図る。

事業の内容

１ 私学経営安定事業 3,443,415千円

(1)私立学校振興補助金 3,427,415千円
学校法人が設置する私立学校の経営の健全化と保護者の経済的負担
の軽減を図るため、私立学校の人件費等経常的経費に対して助成する。

生徒・児童・園児一人当たり補助単価 （現行） （改定）
高等学校（全日制・定時制） 315,000円 → 318,000円
高等学校（通信制） 68,000円 （改定なし）
中学校 269,000円 （改定なし）
小学校 260,000円 （改定なし）
幼稚園 165,000円 → 166,000円

(2)専修学校等運営費補助金 16,000千円
義務教育および高等学校に準ずる教育を行う専修学校・各種学校を
設置する学校法人に対し、その運営費の一部を助成する。

（現行） （改定）
生徒一人当たり補助単価 79,000円 → 80,000円

２ 保護者負担軽減補助事業 1,267,751千円
(1) 私立高等学校特別修学補助金 157,450千円
県内の私立高等学校に在籍する生徒の保護者の経済的負担の軽減を
図るため、私立高等学校が保護者の所得に応じて授業料を減免した場
合に助成する。

生徒一人当たり補助単価 （現行） （改定）
年収250万円未満程度 106,000円 → 113,000円
年収250～580万円未満程度 75,000円 → 77,000円

（全日制・定時制高校の場合）

(2) 高等学校等就学支援金交付金 1,106,504千円
私立高等学校等の生徒について、高等学校等就学支援金として一定
額(118,800円）を助成することにより、教育費負担の軽減を図る。
(低所得世帯の生徒については、所得に応じて、1.5～2倍した額を上限)

生徒一人当たり支給上限額
年収250万円未満程度 237,600円（2倍）
年収250～350万円未満程度 178,200円（1.5倍）
上記以外 118,800円



私学経営安定事業　　　：３,４４３,４１５千円

保護者負担軽減補助事業：１,２６７,７５１千円

補助単価
私立高等学校

所得区分 特別修学補助金(県)

年収250万円
未満程度

年収250万円～ 250～350万円 178,200円 255,200円
580万円未満程度 350～580万円 118,800円 195,800円
580万円以上 118,800円 118,800円

※ 補助単価は、実際に支払う授業料額が上限となること等からこのとおりの金額にならない場合があります。

※ 所得区分はめやすであり、実際には、市町村民税所得割額に基づき判定されます。

生徒一人あたり補助単価（年額）
高等学校等

就学支援金（国）

237,600円 350,600円
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私立学校振興対策の推進

　　　　　　　　○　学校法人の経営の健全化　　　　　　○　保護者の授業料負担の軽減

生徒学校

保護者負担軽減補助事業

○私立高等学校特別修学補助金
　　　　　　　　　　　      　    1５７,４５０千円
保護者の所得により高校が授業料を減免した場合に助成

○高等学校等就学支援金交付金
　　　　　　　　　　　        　1,１０６,５０４千円
私立高校等に在籍する生徒に一定額を助成

私学経営安定事業

○私立学校振興補助金
　　　　　　　　　　　        3,４２７,４１５千円
学校法人の人件費等の経常的経費に対して助成
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事業のねらい
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県

約3５万円
（授業料無償化）
年収250万円未満
の世帯の生徒につい
ては約3５万円を上
限に助成

高等学校等就学支援金交付金・私立高等学校特別修学補助金

（全日制・定時制）

保護者の年収別生徒一人当たりの補助単価

国 国

生徒１人当たりの学校への補助単価

　　　　　　　         80,000円

（高校平均授業料を３５万円とする）（全日制・定時制）

国

生徒・児童・園児１人当たりの学校への補助単価
高等学校（全日制・定時制）  318,000円
高等学校（通信制）           68,000円
中学校                      269,000円
小学校                      260,000円
幼稚園                      166,000円

世帯年収（万円）

県

国 県

県

私立学校振興補助金

専修学校等運営費補助金



自治振興交付金 

 

 

 

 

 

 

 

 

○対象事業 

 

予算額 530,000千円 

 地方分権が進展するなか、市町が地域の実情に応じて自主性、主体性を発揮した施策を展開

し、県としてもそれを支援するため、市町の自主的な判断による弾力的で自由度の高い事業実

施が可能な制度として実施するもの 

資―総務２ 

自治振興課 

内線３２３０ 



H24H24 改正改正
◇対象経費の変更（主なもの）

・個性輝く自治活動支援事業

１自治会につき１回限りの要件の緩和

・有害鳥獣駆除等対策事業

誘導捕獲柵わなを対象経費に追加

・商店街基盤施設等整備事業

ＬＥＤ灯改修の間接補助経費額の引下げ

・農作物獣害防止対策事業

ニホンジカ用フェンスを対象経費に追加

一般事業

３３事業

特定事業
(取組を特に促進)

１８事業

自治振興交付金

各事業の算入対象経費、算入率、
算入限度額等は、それぞれ別に定める

平２４ ５３０，０００千円

算入上限見込額

市町ごとにあらかじめ試算
通知

予算編成

算入上限見込額を勘案し、
実施事業を自由に選択

県予算決定

交付金総額および
算入上限見込額の決定

事業計画書

市町予算に基づき
事業計画書を作成・取りまとめ

事業実施

提出

交付金算定

事業計画書により
交付金を算定

交付決定
事業の追加・
変更は市町の
判断で

事業実績報告書

事業の実施結果を取りまとめ
提出

調整

事業実績により交付金を再算定、
次年度以降の交付金で調整

・実施事業は市町が自由に選択
・事業の追加・変更は市町の判断で

上限額設定の要素

・過去３年の事業実績

・財政規模、財政力指数

・小規模町へ配慮

市 町県

特定事業の算入額総額

一般事業の算入額総額×0.9
↓

算入上限額を限度に配分

市町要望を反映し、自由度アップ


